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本
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
目
的
は
「
研
究

者
の
企
画
に
よ
る
研
ぎ
澄
ま
さ
れ
た

政
策
発
信
」
に
あ
る
。
長
引
く
デ
フ

レ
や
政
治
・
経
済
の
混
迷
が
深
ま
る

中
、
日
ご
ろ
の
研
究
成
果
に
基
づ
い

て
、
研
究
者
が
政
策
発
信
す
る
こ
と

は
、大
き
な
意
義
が
あ
る
と
考
え
る
。

本
日
は
、「
公
開
討
論
会
」
と
し
て
、

で
き
る
だ
け
多
く
の
時
間
を
会
場
の

皆
さ
ん
と
の
質
疑
応
答
に
充
て
、
議

論
を
深
め
た
い
。
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　政治・経済の混迷が続く日本は、新しい経済成長の原動力と世界における貢献のあり方を求めて模索を
続けている。こうした中、一橋大学の研究者が主要分野への政策発信を目的とした「２０１０一橋大学政策
フォーラム」を企画。その第３回が昨年 12月15日、「成長戦略の再検討」をテーマに東京都千代田区の
如水会館で開催された（主催＝一橋大学、一橋大学グローバルＣＯＥプログラム「社会科学の高度統計・
実証分析拠点構築」）。各分野の第一線で活躍する専門家が集まり、昨年６月政府が閣議決定した「新成
長戦略」の基本方針を問い直し、政策として何が有効なのか様々な角度から探った。

X

閉
会
挨
拶X

一橋大学大学院経済学研究科教授

田近栄治氏

X問題提起X

X報　告X

　
政
府
の
新
成
長
戦
略
は
「
経
済

社
会
が
抱
え
る
課
題
の
解
決
を
新

た
な
需
要
や
雇
用
創
出
の
き
っ
か

け
と
し
、
そ
れ
を
成
長
に
つ
な
げ

る
」
と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
大

き
な
需
給
ギ
ャ
ッ
プ
を
い
か
に
埋

め
る
か
は
示
さ
れ
て
い
な
い
。
ま

　
こ
の
20
年
で
日
本
型
雇
用
シ
ス

テ
ム
が
変
容
し
、雇
用
の
短
期
化・

非
正
規
化
が
進
ん
で
い
る
以
上
、

転
職
を
通
じ
た
キ
ャ
リ
ア
形
成
が

可
能
に
な
る
よ
う
な
新
し
い
労
働

市
場
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
政
府
は
新
成
長
戦
略
の
中
で
、

　
政
府
の「
新
成
長
戦
略
」は
、「
強

い
経
済
、
強
い
財
政
、
強
い
社
会

保
障
」
の
一
体
的
実
現
に
よ
り
経

済
成
長
を
達
成
す
る
と
い
う
が
、

全
て
の
分
野
で
力
強
い
政
治
決
断

が
あ
ま
り
み
ら
れ
な
い
。
私
が
各

先
生
に
質
問
し
問
題
提
起
す
る
の

で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
専
門
分
野
か
ら

た
20
年
に
わ
た
る
長
期
停
滞
の
原

因
究
明
に
基
づ
く
中
長
期
的
な
需

要
創
出
の
具
体
策
に
欠
け
る
。

　
日
本
は
不
良
債
権
問
題
や
デ
フ

レ
で
民
間
投
資
が
阻
害
さ
れ
た
と

い
わ
れ
る
が
、
実
際
に
は
情
報
通

信
技
術
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
）
以
外
の
資
本

ジ
ョ
ブ
カ
ー
ド
制
度
や
公
共
職
業

訓
練
制
度
を
提
案
。
方
向
性
は
正

し
い
が
、
厳
密
な
政
策
評
価
が
求

め
ら
れ
る
。
同
一
価
値
労
働
同
一

賃
金
に
つ
い
て
は
、
同
一
価
値
労

働
を
定
義
す
る
の
が
不
可
能
に
近

く
難
し
い
。

持
論
を
展
開
し
て
も
ら
い
た
い
。

　
深
尾
さ
ん
に
は
、
労
働
生
産
性

を
高
め
る
た
め
の
処
方
箋
を
中
心

に
、資
本
係
数
高
止
ま
り
の
理
由
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
加
速
に
必
要
な

要
素
、
環
太
平
洋
経
済
連
携
協
定

（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
の
評
価
な
ど
を
伺
い

た
い
。
次
に
宮
川
さ
ん
に
は
、
成

蓄
積
は
堅
調
だ
っ
た
。
問
題
は
そ

れ
が
生
産
性
や
収
益
率
、
所
得
の

上
昇
に
つ
な
が
ら
な
か
っ
た
こ
と

だ
。

　
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
新
陳
代
謝

加
速
の
た
め
に
必
要
な
の
は
、
生

産
性
向
上
に
役
立
つ
Ｉ
Ｃ
Ｔ
投
資

や
研
究
開
発
・
組
織
変
革
と
い
っ

た
無
形
資
産
投
資
の
促
進
、
雇
用

を
創
出
す
る
若
い
企
業
や
外
資
系

企
業
の
誘
致
・
育
成
、
労
働
市
場

改
革
、
日
系
多
国
籍
企
業
の
国
内

回
帰
を
促
す
政
策
で
あ
る
。
他
の

先
進
国
に
後
れ
を
と
っ
た
こ
れ
ら

の
政
策
を
発
動
す
れ
ば
、
十
分
な

需
要
・
雇
用
の
創
出
と
経
済
成
長

が
達
成
で
き
る
と
考
え
る

　
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
対
策
と
し
て

の
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
は
、
雇

用
と
の
間
に
弱
い
負
の
関
係
が
認

め
ら
れ
る
。
従
っ
て
給
付
付
き
税

額
控
除
の
導
入
を
早
急
に
進
め
る

べ
き
だ
。
結
果
と
し
て
若
年
層
の

就
業
を
促
す
効
果
も
期
待
で
き

る
。

　
今
後
は
生
産
性
の
向
上
に
向
け

た
競
争
の
促
進
と
、
金
銭
面
で
の

セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
や
再
配
分

政
策
が
不
可
欠
だ
。
ま
た
技
術
革

新
の
促
進
政
策
は
人
材
育
成
と
同

時
に
行
う
必
要
が
あ
る
。
成
長
戦

略
は
総
花
式
で
は
な
く
、
政
府
と

し
て
ど
の
政
策
を
選
択
す
る
の
か

を
国
民
に
示
す
政
治
的
意
思
の
表

明
で
あ
る
べ
き
だ
。

長
政
策
は
有
効
な
政
策
な
の
か
、

「
失
わ
れ
た
20
年
」
と
金
融
危
機

か
ら
の
教
訓
、
政
府
の
過
去
の
成

長
政
策
と
比
較
し
た
評
価
に
つ
い

て
。

　
田
近
さ
ん
に
は
、
税
制
改
革
と

の
関
連
を
主
題
に
、
法
人
実
効
税

率
引
き
下
げ
議
論
の
背
景
と
そ
の

問
題
点
や
法
人
税
減
税
の
効
果
。

最
後
に
川
口
さ
ん
に
は
、
雇
用
・

人
材
政
策
に
関
し
、雇
用
の
実
態
、

雇
用
保
険
制
度
の
実
態
と
問
題

点
、
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
問
題
や
ワ

ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
政

策
課
題
な
ど
を
述
べ
て
も
ら
い
た

い
。

　
北
村
　
需
要
喚
起
な
ど
の
具
体

策
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

　
深
尾
　
例
え
ば
Ｉ
Ｃ
Ｔ
投
資
や

無
形
資
産
投
資
に
関
す
る
政
策
減

税
を
も
っ
と
積
極
的
に
考
え
て
も

　
北
村
　
最
後
に
、
法
人
税
減
税

の
見
合
い
財
源
や
今
後
の
課
題
を

伺
い
た
い

　
田
近
　
試
験
研
究
費
控
除
や
加

速
償
却
制
度
の
ほ
か
、
個
人
的
に

は
証
券
優
遇
税
制
も
見
直
す
べ
き

だ
と
考
え
る
。
減
税
財
源
を
最
大

限
の
努
力
に
よ
っ
て
か
き
集
め

て
、
税
率
を
下
げ
、
経
済
の
共
通

資
産
で
あ
る
税
制
が
、
日
本
の
企

　
北
村
　
会
場
の
皆
さ
ん
か
ら
非

常
に
多
く
の
質
問
を
い
た
だ
い
て

い
る
。
ま
ず
、
成
長
戦
略
に
欠
か

せ
な
い
人
材
育
成
に
お
い
て
、
大

学
は
ど
の
よ
う
に
貢
献
で
き
る

か
。

　
田
近
　
一
橋
大
学
で
は
毎
年
入

学
し
て
く
る
約
１
０
０
０
人
の
学

部
学
生
の
う
ち
３
０
０
人
程
度
を

３
年
生
ま
で
に
交
換
留
学
な
ど
の

形
で
海
外
に
行
か
せ
る
つ
も
り

だ
。
英
語
で
行
う
講
義
を
増
や
す

な
ど
、
学
生
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン

を
高
め
、
社
会
に
出
て
活
躍
で
き

る
よ
う
に
国
際
化
を
進
め
て
い

る
。

　
宮
川
　
私
は
大
学
の
４
・
５
年

制
を
提
案
す
る
。
世
界
の
大
学
に

合
わ
せ
て
卒
業
時
期
を
半
年
延
ば

す
こ
と
で
、
専
門
教
育
期
間
が
増

え
、
大
学
や
企
業
に
お
け
る
人
材

の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
も
つ
な
が
る

と
考
え
る
か
ら
だ
。

　
川
口
　
大
卒
と
高
卒
の
賃
金
比

率
を
見
る
と
、２
０
０
０
年
以
降
、

そ
の
賃
金
格
差
が
急
激
に
拡
大
し

て
い
る
。
情
報
化
の
影
響
で
産
業

が
求
め
る
人
材
の
質
が
高
度
化

し
、
大
卒
労
働
者
の
需
要
ス
ピ
ー

ド
が
、
供
給
ス
ピ
ー
ド
を
上
回
っ

た
か
ら
だ
。

　
社
会
に
通
用
す
る
人
的
資
本
を

教
育
で
蓄
積
で
き
る
の
か
と
い
っ

た
声
も
あ
る
が
、
職
場
で
は
抽
象

的
な
思
考
が
必
要
に
な
っ
て
き
た

と
聞
く
。
抽
象
的
な
思
考
を
仕
事

に
つ
な
げ
る
技
能
の
根
幹
部
分

は
、
や
は
り
大
学
教
育
で
基
礎
が

つ
く
ら
れ
る
。
そ
の
土
台
づ
く
り

と
い
う
意
味
で
も
大
学
教
育
は
極

め
て
重
要
で
あ
り
、
さ
ら
な
る
質

の
充
実
が
求
め
ら
れ
る
。

備
す
る
こ
と
が
大
事
だ
。
そ
の
中

に
は
も
ち
ろ
ん
法
人
税
減
税
や
Ｔ

Ｐ
Ｐ
加
盟
の
問
題
も
含
ま
れ
る
。

　
北
村
　
企
業
の
新
陳
代
謝
を
促

す
無
形
資
産
投
資
を
進
め
る
に
は

何
が
必
要
か
。

　
宮
川
　
米
国
の
よ
う
に
無
形
資

産
を
市
場
で
評
価
す
る
仕
組
み
が

あ
れ
ば
、
Ｍ
＆
Ａ
（
合
併・買
収
）

な
ど
通
じ
て
企
業
集
約
化
さ
れ
、

新
し
い
製
品
が
開
発
さ
れ
た
り
、

組
織
改
革
が
起
き
て
無
形
資
産
が

蓄
積
さ
れ
て
い
く
。
し
か
し
、
日

本
は
間
接
金
融
が
主
流
で
あ
る
た

め
、
担
保
を
考
え
る
と
、
ど
う
し

て
も
有
形
資
産
投
資
に
傾
斜
し
て

し
ま
う
。
従
っ
て
、
政
策
的
な
企

業
の
集
約
化
、
あ
る
い
は
無
形
資

産
の
価
値
を
標
準
化
し
て
資
本
市

場
を
つ
く
る
作
業
が
必
要
に
な
る

だ
ろ
う
。

　
我
々
は
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
い

た
政
策
提
言
を
研
究
課
題
に
し
て

い
る
が
、
政
府
の
統
計
が
国
際
標

準
で
は
な
い
た
め
、
国
際
比
較
を

す
る
の
に
大
変
苦
労
す
る
。
実
は

日
本
の
い
ろ
い
ろ
な
分
野
で
同
様

の
こ
と
が
起
き
て
い
る
の
で
は
な

い
か
と
危
惧
す
る
。

　
深
尾
　
09
年
４
月
に
施
行
さ
れ

た
統
計
法
の
下
で
は
、
統
計
の
二

次
利
用
を
促
進
。
特
別
注
文
で
集

計
さ
れ
た
統
計
や
ミ
ク
ロ
デ
ー
タ

を
実
証
研
究
に
役
立
て
る
の
が
、

新
し
い
統
計
法
の
精
神
で
あ
る
。

た
だ
、
実
際
に
は
オ
ー
ダ
ー
メ
ー

ド
集
計
が
で
き
た
り
、
匿
名
デ
ー

タ
が
使
え
る
基
幹
統
計
は
ま
だ
少

な
い
。
今
後
は
社
会
の
基
盤
と
し

て
有
効
活
用
で
き
る
統
計
の
体
系

的
整
備
が
重
要
な
課
題
だ

業
活
動
を
阻
害
す
る
こ
と
の
な
い

よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

そ
う
い
う
強
い
決
意
を
世
界
に
向

か
っ
て
示
す
こ
と
に
大
き
な
イ
ン

パ
ク
ト
が
あ
る
。
だ
が
そ
れ
で
も

ま
だ
他
の
先
進
国
並
み
の
30
％
に

は
届
か
な
い
。
あ
と
５
％
の
減
税

に
よ
っ
て
経
済
を
活
性
化
す
る
に

は
、
地
方
の
法
人
課
税
に
ど
う
踏

み
込
む
か
と
い
う
重
い
課
題
に
立

ち
向
か
う
こ
と
に
な
る
。

　
一
方
、
消
費
税
や
所
得
税
な
ど

い
い
の
で
は
な
い
か
。
た
だ
し
、

投
資
の
効
果
を
上
げ
る
た
め
に
は

労
働
政
策
と
組
み
合
わ
せ
て
実
施

す
べ
き
だ
と
考
え
る
。

　
ま
た
、
大
企
業
に
つ
い
て
は
、

日
本
で
生
産
活
動
す
る
こ
と
が
有

利
に
な
る
よ
う
な
立
地
環
境
を
整

の
税
制
改
革
は
、
基
本
的
に
は
社

会
保
障
財
源
と
の
関
連
で
議
論
す

べ
き
問
題
で
あ
る
。

　
北
村
　
政
府
債
務
が
１
０
０
０

兆
円
を
超
え
る
よ
う
な
状
況
で
成

長
戦
略
を
達
成
す
る
に
は
、
あ
る

程
度
フ
ォ
ー
カ
ス
を
絞
っ
て
メ
リ

ハ
リ
を
つ
け
、
機
動
的
に
対
応
す

る
必
要
が
あ
る
。
我
々
は
実
証
研

究
を
通
じ
て
今
後
も
情
報
発
信
を

続
け
て
い
く
つ
も
り
だ
。

　
本
学
は
今
後
も
「
一
橋
大
学

政
策
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
の
開
催
を

続
け
、
積
極
的
に
政
策
論
争
に

参
加
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て

い
る
。
ま
た
我
々
の
グ
ロ
ー
バ

ル
Ｃ
Ｏ
Ｅ
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、

社
会
科
学
の
統
計
分
析
の
視
点

か
ら
、
実
証
分
析
に
基
づ
く
政

策
分
析
を
今
後
も
広
範
に
続
け

て
い
く
。
ご
声
援
を
引
き
続
き

お
願
い
し
た
い
。

　
本
日
は
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い

ま
し
た
。

成長戦略と雇用・人材育成政策
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転
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で
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ャ
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形
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氏

宮
川
　
努
氏

田
近
栄
治
氏

川
口
大
司
氏

　〈
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
〉

北
村
行
伸
氏

　
な
ぜ
法
人
税
減
税
が
必
要
な
の

か
。
経
済
協
力
開
発
機
構
（
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
）
は
、
日
本
を
含
む
21
カ
国

の
デ
ー
タ
を
基
に
、
税
構
造
が
経

済
成
長
に
及
ぼ
す
影
響
を
分
析
。

報
告
書
で
は
、
固
定
資
産
税
と
消

費
税
に
比
べ
、
個
人
所
得
税
は
は

る
か
に
成
長
阻
害
的
で
あ
り
、
成

長
の
観
点
か
ら
法
人
税
は
最
も
望

ま
し
く
な
い
と
結
論
づ
け
て
い

る
。

　
減
税
の
効
果
と
し
て
は
、
内
部

資
金
が
増
え
て
リ
ス
ク
が
取
り
や

す
く
な
り
、
海
外
か
ら
の
投
資
も

促
進
さ
れ
る
。
ま
た
新
規
投
資
や

特
定
業
種
を
対
象
と
し
た
政
策
減

税
と
違
い
、
全
て
の
業
種
に
お
い

て
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
点
を
強
調

し
て
お
き
た
い
。

　
た
だ
、
赤
字
法
人
が
７
割
近
く

に
上
り
、
実
際
に
は
税
金
を
払
っ

て
い
な
い
こ
と
に
対
す
る
国
民
の

不
満
は
大
き
い
。問
題
の
根
源
は
、

給
与
所
得
控
除
を
利
用
し
た
家
族

な
ど
へ
の
所
得
分
散
だ
。
厳
し
い

よ
う
だ
が
、
同
族
会
社
の
内
部
留

保
金
課
税
の
強
化
や
役
員
給
与
の

損
金
不
算
入
制
度
も
必
要
だ
ろ

う
。

　
今
回
の
減
税
幅
は
国
と
地
方
を

合
わ
せ
て
５
％
。
課
税
ベ
ー
ス
を

広
げ
て
法
人
税
を
下
げ
る
こ
と

は
、
日
本
の
成
長
戦
略
に
と
っ
て

非
常
に
重
要
だ
と
考
え
る
。

成長戦略としての法人税減税

田
近
栄
治
氏

深
尾
京
司
氏

全
て
の
業
種
に
負
担
軽
減
及
ぶ

　
バ
ブ
ル
の
崩
壊
は
、
一
つ
の
成

長
パ
タ
ー
ン
の
終
了
で
あ
る
。
新

た
な
成
長
軌
道
に
乗
せ
る
た
め
に

は
、
生
産
性
の
低
い
企
業
を
高
い

企
業
へ
と
転
換
さ
せ
て
い
く
新
陳

代
謝
が
必
要
だ
。
日
本
は
こ
の
構

造
改
革
が
遅
れ
、
経
済
に
地
力
が

つ
い
て
い
な
か
っ
た
た
め
、
リ
ー

マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
後
は
、
先
進
国

の
中
で
最
大
の
景
気
後
退
を
余
儀

な
く
さ
れ
た
。

　
産
業
構
造
を
変
換
す
る
上
で
私

が
期
待
す
る
の
は
、
既
存
企
業
の

製
品
構
成
の
変
化
だ
。
ま
た
中
産

階
級
が
増
加
す
る
ア
ジ
ア
市
場
で

は
、
日
本
の
き
め
細
か
な
サ
ー
ビ

ス
も
非
常
に
有
望
だ
と
思
わ
れ

る
。

　
グ
ロ
ー
バ
ル
な
企
業
の
流
れ

は
、
労
働
集
約
か
ら
資
本
集
約
、

そ
し
て
人
材
集
約
へ
と
移
っ
て
き

た
。
成
長
戦
略
に
お
け
る
政
府
の

役
割
は
、
高
度
な
人
材
を
核
と
し

た
知
識
経
済
へ
の
移
行
を
ビ
ジ
ョ

ン
と
し
て
打
ち
出
し
、
教
育
・
人

材
育
成
へ
の
支
援
を
惜
し
ま
な
い

こ
と
と
、
東
ア
ジ
ア
諸
国
と
競
合

す
る
分
野
を
明
確
に
す
る
こ
と

だ
。
イ
ン
フ
ラ
競
争
を
す
る
の
で

あ
れ
ば
、
国
内
の
公
共
事
業
も
海

外
で
競
争
力
を
有
す
る
か
ど
う
か

を
判
断
の
基
準
に
し
て
い
く
べ
き

だ
ろ
う
。

成長戦略の有効性を問う
～産業構造の転換と企業活動の活性化の視点から～

高
度
人
材
を
核
に
知
識
経
済
へ

企
画
・
制
作
＝
日
本
経
済
新
聞
社

ク
ロ
ス
メ
デ
ィ
ア
営
業
局

●
財
源
と
今
後
の
課
題

●
大
学
に
お
け
る
人
材
育
成

●
需
要
喚
起
の
具
体
策

無
形
資
産
投
資
の
政
策
減
税
を

税
制
は
社
会
保
障
と
共
に
議
論

交
換
留
学
で
国
際
化
を
推
進

公　開　討　論　会

X開会挨拶X
XパネルディスカッションX

※次回の一橋大学政策フォーラム開催は、1月 22日（土）を予定しております。


